
報告事項４

大規模水害対策の進捗と今後の対応について
（１）東京都北区 大規模水害を想定した避難行動の基本方針の改定

令和２年３月に策定した基本方針について、２回の改定検討委員会を開催し、

詳細な水害リスクデータに基づく避難者数の再整理を行ったうえで、屋内安全確保

を可能とする区独自の条件の設定や、区民周知について検討を行い、基本方針改

定の方向性を決定した。基本方針改定は令和７年４月を予定している。

ハザードマップ等で自宅等の浸水想定等を確認し、少なくとも以下①～③の条件をすべて満たしており、住民自らの

判断で自宅等の上階等、安全な場所に留まること（待避）等により、計画的に身の安全を確保できること。

①自宅等が家屋倒壊等氾濫想定区域に入っていないこと

②自宅等に浸水しない居室があること

③浸水継続時間３日未満の地域で、自宅等周辺が一定期間浸水している間、

十分な備蓄や資機材の準備をしており、在宅での避難生活ができること。

ただし、自宅等が浸水継続時間３日未満の地域であっても、周囲を浸水継続

時間３日以上の地域に囲まれている場合を除く。

改定後基本方針における屋内安全確保の条件（案）

周囲を浸水継続時間３日以上の地域に囲まれている例

その他の区域
約155,600人

北区人口
約36万人

土砂災害の可能性が

ある区域内 約1,700人

荒川氾濫
浸水想定区域内
204,914人

（うち、屋内安全確保が可能な

条件を満たしていると推測され

る住民：約34,500人）

【水害時の避難者数の試算】
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大規模水害対策の進捗と今後の対応について
▶我が家の水害リスク診断書の戸別配付

基本方針の改定内容を広く周知するとともに、

荒川の洪水による氾濫浸水想定区域に居住

する全世帯に対し、各住戸の浸水リスクや適

切な避難行動を記載した「我が家の水害リスク

診断書」を作成・郵送することで、大規模水害

時の避難行動について普及啓発を図る。

送付は出水期前（令和７年５月）を予定

している。

【我が家の水害リスク診断書イメージ】

高台避難が必要な地域の住民宛 屋内安全確保を選択可能な地域の住民宛
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大規模水害対策の進捗と今後の対応について
（２）「首都圏大規模水害広域避難計画モデル」の作成に向けた検討

○令和４年 ６月 「首都圏における広域避難対策の具体化に向けた検討会」設置

■検討会構成

国（内閣府、総務省消防庁、国土交通省、東京管区気象台、陸上自衛隊）

東京都（総務局、交通局、警視庁、東京消防庁）

荒川・江戸川流域の都内市区（北区含む）、交通事業者、通信事業者等

■主な検討内容

広域避難施設の開設・運営方法、避難手段の確保、避難誘導、避難情報の発信・伝達等

○令和６年 ３月 「首都圏大規模水害広域避難タイムライン（令和５年度版）」公表

○令和６年 12月 「首都圏大規模水害広域避難計画モデル（中間のまとめ）」公表

今後策定・公表される予定の「首都圏大規模水害広域避難計画モデル」を踏まえ、

東京都及び北区を含む広域避難自治体においても、広域避難計画策定に向けた検討を行っていく。
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